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研究要旨： 
 本研究班では、妊婦健康診査（以下、妊婦健診）におけるデジタルデバイスを使用した遠隔診療の活用実態を
明らかにするため、全国調査を実施している。2024 年度の一次調査では、全国の分娩取扱施設 2,005 施設を対象
に質問票調査を行い、762 施設から回答を得た。その結果、妊婦健診における遠隔診療の活用率は 50 施設
（6.4%）にとどまり、全国的な普及は限定的であった。 本年度は、一次調査で遠隔診療の活用を報告し、二次調
査に同意した施設を対象に、導入事例の運用実態、効果および課題を明らかにすることを目的として二次調査を
実施した。二次調査では、21 施設に調査票を送付し、18 施設から回答を得た。調査票 A では施設基本情
報、医療アクセス、施設間連携の状況を施設単位で把握した。調査票Bでは、複数事例を報告した施設を含
め、計 21 件の遠隔診療活用事例について、診療形式、実施内容、使用デバイス、提案・実施状況、医療従
事者および妊婦側からみた効果と課題を事例単位で調査した。 回答施設は、総合周産期母子医療センター
27.8%(5/18)、地域周産期母子医療センター33.3%(6/18)、病院 22.2%(4/18)、診療所・クリニック
16.7%(3/18)であり、多様な施設背景で遠隔診療が活用されていた。事例単位では、胎児心拍数モニタリン
グが 57.1%(12/21)と最多であり、家庭血圧・体重・尿検査等の共有およびビデオ面接・保健指導がそれぞ
れ 42.9%(9/21)であった。遠隔超音波は 19.0%(4/21)にとどまった。遠隔診療の形式は、DtoP が
52.4%(11/21)と最多であったが、DtoD 28.6%(6/21)やDtoP with N 33.3%(7/21)の組み合わせの事例も認
められた。  
医療従事者側からみた評価 5段階(最高値 5, 最低値 1)では、医療の質担保への効果は中央値 4［3–5］、

診療負担軽減の効果は 4［2–4］、患者とのコミュニケーションへの効果は 4［3–4］と比較的高く評価され
た。一方で、費用対効果は 3［2–4］にとどまり、費用面の課題は 4［3–5］と高かった。妊婦側からみた評
価では、通院負担軽減の効果が 5［4–5］と最も高く、精神的安全性への効果も 4［3–4］であった。一方
で、機器の課題は 3［2–4］、情報共有の課題は 3［2–3］であり、機器操作や説明・情報共有に関する課題
も一定程度認められた。 
妊婦健診における遠隔診療は全国的には普及していないものの、胎児心拍数モニタリング、家庭血圧等の

共有、保健指導など、比較的導入障壁の低い領域を中心に実装されている事例が確認された。遠隔診療は、
医療の質を一定程度担保しつつ、妊婦の通院負担軽減に寄与する可能性がある。一方で、費用負担、システ
ム整備、情報共有、妊婦側のデジタルリテラシーなどの課題が残されており、今後はロールモデルとなる事
例の整理と、妊婦健診の質を維持するための実施条件の検討が必要である。 



A. 研究目的 
 少子化の進行、分娩取扱施設の集約化、ハイリスク妊産婦の増加などを背景に、妊婦健康診査
（以下、妊婦健診）における医療アクセスの確保は、今後さらに重要な課題となる。これらの課題
に対応する手段の一つとして、家庭血圧測定、モバイル CTG、ポータブル超音波、ビデオ面接など
のデジタルデバイスを使用した遠隔診療の活用が期待されている。 
 本研究班では、わが国の妊婦健診におけるデジタルデバイスを使用した遠隔診療の活用実態を明
らかにするため、全国の分娩取扱施設を対象とした一次調査を実施した。一次調査では、妊婦健診
における遠隔診療の全国的な活用率は限定的である一方、家庭血圧・体重・尿検査等の共有、胎児
心拍数モニタリング、遠隔超音波、ビデオ面接による保健指導などの活用事例が確認された。 
 そこで本年度は、一次調査で遠隔診療を妊婦健診に活用していると回答し、二次調査に同意した
施設を対象に、二次アンケート調査を実施した。本調査では、導入施設における遠隔診療の具体的
な運用方法、診療形式、対象となる妊娠週数や健診項目、使用デバイス、医療従事者および妊婦側
からみた効果と課題を明らかにすることを目的とした。これにより、妊婦健診における遠隔診療の
実装可能性と課題を整理し、今後の妊婦健診の在り方を検討するための基礎資料を作成することを
目指した。 
 
B. 研究方法 
 本研究は、質問票調査による横断研究として実施した。対象は、令和 6 (2024) 年度に実施した一
次調査において、妊婦健診に遠隔診療を活用していると回答し、二次調査への協力に同意した施設
とした。二次調査では、対象施設に対して調査依頼文、調査票 Aおよび調査票 B を送付し、Google
フォーム、電子メール、または郵送により回答を依頼した。送付した調査票の一部について Aを図
1-1、B を図 1-2に示す。調査期間は 2025 年 1月 14 日から 2025 年 2月 9日までとした。 
 調査票 Aは施設単位の調査票であり、施設種別、年間分娩件数、患者の医療アクセス、母体搬送
時の紹介先医療機関までのアクセス時間、施設間連携の状況を調査した。調査票 B は事例単位の調
査票であり、複数の遠隔診療活用事例がある場合には、事例ごとに回答を依頼した。調査票 B で
は、遠隔診療の具体的内容、導入目的、遠隔診療の実施形態、実施妊娠週数、実施内容、使用デバ
イス、提案・実施状況、医療従事者および妊婦側からみた効果と課題を調査した。遠隔診療の実施
形態は、医師－医師間の遠隔診療である DtoD（Doctor-to-Doctor）、医師－患者間の遠隔診療で
ある DtoP（Doctor-to-Patient）、医師－看護師等といる患者間の遠隔診療である DtoP with N
（Doctor-to-Patient with Nurse）に分類した。 
 解析では、調査票 A を施設単位、調査票 B を事例単位として記述統計を行った。複数回答項目に
ついては、各選択肢を選択した施設数または事例数と割合を算出した。割合の分母は、施設単位の
項目では回答施設数、事例単位の項目では遠隔診療活用事例数とした。5段階評価項目について
は、最高値を 5 と最低値を 1として、中央値および四分位範囲を算出した。 
(倫理面への配慮) 
本研究は，東京慈恵会医科大学倫理委員会の審査承認を得て実施した（研究課題番号：E23-

0428）。 



図 1-1 二次調査票 A（抜粋） 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 二次調査票 B（抜粋） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  



 
C. 研究結果 
1．二次調査の回答状況と回答施設の背景 
 二次調査では、一次調査で妊婦健診において遠隔診療を活用していると回答し、二次調査への協
力に同意した 21 施設に調査票を送付した。その結果、18 施設から回答を得た。回答率は 85.7%で
あった。 
 回答施設の施設種別は、総合周産期母子医療センター5施設（27.8%）、地域周産期母子医療セ
ンター6施設（33.3%）、病院（周産期センターではない）4 施設（22.2%）、診療所・クリニック
3 施設（16.7%）であった。年間分娩件数は、500〜999 件が 7 施設（38.9%）と最も多く、次いで
200〜499 件が 6 施設（33.3%）であった。回答施設は高次周産期医療施設に限らず、病院および診
療所・クリニックにも分布していた（表 1）。 
 

表 1. 二次調査の回答状況および回答施設の背景 
対象施設数、回答施設数、施設種別、年間分娩件数を示す。 

二次調査対象施設数（ 21 施設） 回答施設数 （18 施設（85.7%）） 

施設種別   

総合周産期母子医療センター 5（27.8%） 

地域周産期母子医療センター 6（33.3%） 

病院（周産期センターではない） 4（22.2%） 

診療所・クリニック 3（16.7%） 

年間分娩件数   

〜99件 1（5.6%） 

100〜199件 2（11.1%） 

200〜499件 6（33.3%） 

500〜999件 7（38.9%） 

1,000件以上 2（11.1%） 

 
2．回答施設における医療アクセスと施設間連携 
 回答施設における通院患者の平均的なアクセス時間は、30〜60 分が 13 施設（72.2%）と最も多
く、30 分未満が 4施設（22.2%）、60分以上が 1施設（5.6%）であった。一方、通院患者の最長
アクセス時間は施設間でばらつきがあり、90 分以上が 4 施設（22.2%）、120 分以上が 3施設
（16.7%）、150 分以上が 4施設（22.2%）であった（表 2）。 
 母体搬送時の紹介先医療機関までの平均的なアクセス時間は、30〜60 分が 8施設（44.4%）、30
分未満が 6 施設（33.3%）であり、多くの施設では 60 分以内であった。一方で、高次医療施設であ
り紹介をしていない施設が 3施設（16.7%）あった（表 2）。 



 周産期医療における他施設との連携では、ハイリスク妊婦の紹介および緊急時の患者搬送がいず
れも 18 施設（100%）で実施されていた。セミオープンシステムによる妊婦健診の分担は 13 施設
（72.2%）、患者の診療を施設間で共有する取り組みは 7施設（38.9%）、定期的な症例検討会の
実施は 5施設（27.8%）であった（表 2）。なお、施設間連携に関する項目は複数回答可として集
計した。 
 

表 2 回答施設における医療アクセスおよび施設間連携 
通院患者のアクセス時間、母体搬送時の紹介先までの時間、他施設との連携状況を示す。 
施設間連携は複数回答可とした。 

 
回答施設における医療アクセスと施設間連携 n（%） 
通院患者の平均的アクセス時間 n=18（100%） 

30 分未満 4（22.2%） 
30〜60 分 13（72.2%） 
60 分以上 1（5.6%） 
   

通院患者の最長アクセス時間 n=18（100%） 
30〜60 分 3（16.7%） 
60 分以上 4（22.2%） 
90 分以上 4（22.2%） 
120 分以上 3（16.7%） 
150 分以上 4（22.2%） 
   

母体搬送時の紹介先までの平均アクセス時間 n=18（100%） 
30 分未満 6（33.3%） 
30〜60 分 8（44.4%） 
90 分以上 1（5.6%） 
高次医療施設であり紹介をしていない 3（16.7%） 
   

施設間連携の種別（複数回答）  
セミオープンシステムによる妊婦健診の分担 13（72.2%） 
ハイリスク妊婦の紹介 18（100.0%） 
緊急時の患者搬送 18（100.0%） 
定期的な症例検討会の実施 5（27.8%） 
患者の診療を施設間で共有する 7（38.9%） 
その他 1（5.6%） 

 
3．妊婦健診における遠隔診療活用事例の分類 
 調査票 B では、複数事例を報告した施設を含め、計 21 件の遠隔診療活用事例が得られた。各事
例の分類や実施形態・内容について以下に詳細に示す。また、施設別事例集および目的別事例集の



作成に資する補足的解析として、施設類型別の記述的クロス集計、遠隔診療の実施形態別にみた活
用事例および実施内容の記述的クロス集計を行った。（補足表 1、2） 
 妊婦健診における活用事例の分類では、胎児心拍数モニタリングが 12 件（57.1%）と最も多かっ
た。次いで、家庭血圧・体重・尿検査等の共有およびビデオ面接・保健指導がそれぞれ 9 件
（42.9%）であった。遠隔超音波は 4件（19.0%）であった（表 3-1）。本項目は複数回答可であ
り、1 つの事例が複数の分類に該当する場合があった。 
 遠隔診療の実施形態では、医師－患者間の遠隔診療である DtoP が 11 件（52.4%）と最も多かっ
た。医師－看護師等といる患者間の遠隔診療である DtoP with N は 7件（33.3%）、医師－医師間
の遠隔診療である DtoDは 6件（28.6%）であった（表 3-2）。実施形態についても複数回答可で
あり、複数の実施形態を組み合わせた事例が認められた。 
 遠隔診療の導入範囲について、総患者数に対して本事例を提案した患者割合は「〜20%」が 17
件（81.0%）と最多であった。また、提案した患者のうち実際に遠隔診療を実施した割合は、「〜
20%」が 10 件（47.6%）と最多であった一方、「100%」も 5件（23.8%）認められた。これらの
結果から、遠隔診療は全妊婦に一律に実施されるというより、事例ごとの目的や対象に応じて選択
的に導入されている実態が示された。 
 

表 3-1 妊婦健診における遠隔診療活用事例の分類 
遠隔診療活用事例 21 件について、妊婦健診における活用内容を示す。複数回答可とした。 

 
妊婦健診における遠隔診療活用事例の分類（複数回答） n（%） 

家庭血圧・体重・尿検査等の共有 9（42.9%） 
胎児心拍数モニタリング 12（57.1%） 
遠隔超音波 4（19.0%） 
ビデオ面接・保健指導 9（42.9%） 

 

 
表 3-2 遠隔診療の実施形態 
遠隔診療活用事例 21 件について、DtoD、DtoP、DtoP with N の実施形態（複数回答可）を示
す。 

遠隔診療の実施形態（複数回答） n（%） 
DtoD（Doctor-to-Doctor） 6（28.6%） 
DtoP（Doctor-to-Patient） 11（52.4%） 
DtoP with N（Doctor-to-Patient with Nurse） 7（33.3%） 

 

 
 
 



4．遠隔診療の実施内容と使用デバイス 
 遠隔診療の具体的な実施内容を、母体管理、胎児管理、保健指導・教育に分類して集計した。母
体管理に関する項目では、血圧測定が 9 件(42.9%)と最も多く、体重測定が 6 件(28.6%)、尿検査が
3 件(14.3%)、血糖値測定が 2件(9.5%)であった。胎児管理に関する項目では、胎児心拍数モニタ
リングが 11 件(52.4%)と最も多く、胎動確認および超音波検査がそれぞれ 4 件(19.0%)であった。
保健指導・教育に関する項目では、分娩に向けての準備が 10 件(47.6%)、食事・栄養指導が 8 件
(38.1%)、産後の指導が 4 件(19.0%)であった（表 4-1）。 
 

表 4-1 遠隔診療の実施内容 
母体管理、胎児管理、保健指導・教育において遠隔診療で実施された内容(複数回答可)を示す。 

 
項目 n（%） 

母体管理（複数回答）   
血圧測定 9（42.9%） 
体重測定 6（28.6%） 
尿検査 3（14.3%） 
血糖値測定 2（9.5%） 
その他 4（19.0%） 

    
胎児管理（複数回答）   

胎動確認 4（19.0%） 
胎児心拍数モニタリング 11（52.4%） 
超音波検査 4（19.0%） 
その他 1（4.8%） 

    
保健指導・教育（複数回答）   

食事・栄養指導 8（38.1%） 
分娩に向けての準備 10（47.6%） 
産後の指導 4（19.0%） 
その他 2（9.5%） 

 
 使用ツール・技術では、モバイル CTG が 11 件（52.4%）と最も多く、次いで血圧計が 8件
（38.1%）、ビデオ通話システムが 7件（33.3%）、スマートフォンアプリが 6 件（28.6%）であっ
た。体重計は 5 件（23.8%）、血糖測定器およびポータブルエコーはそれぞれ 2 件（9.5%）であっ
た。これらの結果から、母体管理では血圧測定、胎児管理では胎児心拍数モニタリング、保健指
導・教育では分娩に向けた準備が中心的に実施されていた（表 4-2）。 
 
 
 



表 4-2 遠隔診療に使用されたツール・技術 
遠隔診療活用事例で使用されたツール・技術(複数回答可)を示す。 

使用ツール・技術（複数回答） n（%） 
血圧計 8（38.1%） 
体重計 5（23.8%） 
血糖測定器 2（9.5%） 
モバイル CTG 11（52.4%） 
ドップラー機器 0（0.0%） 
ポータブルエコー 2（9.5%） 
ビデオ通話システム 7（33.3%） 
スマートフォンアプリ 6（28.6%） 
その他 3（14.3%） 

 
5．遠隔診療に対する効果と課題 
 遠隔診療に対する評価は、医療従事者側および妊婦側の観点から 5 段階で評価した。医療従事者
側からみた効果と課題を表 5-1に、妊婦側からみた効果と課題を表 5-2 に示す。また、活用事例分
類の上位 3 項目別にみた効果と課題の評価を実施した。いずれも事例数が少なく、複数回答項目を
含むため、探索的な記述集計として補足表 3 に示した。 
 医療従事者側からみた効果では、医療の質担保への効果が中央値 4［3–5］、診療負担軽減の効果
が 4［2–4］、患者とのコミュニケーションへの効果が 4［3–4］であり、いずれも比較的高く評価
された。一方、費用対効果は 3［2–4］であった。課題では、費用面の課題が 4［3–5］と最も高
く、機器の課題は 3［2–4］、エビデンスの課題は 3［2–4］、人的資源の課題は 2［1–3］であっ
た。 
 妊婦側からみた効果では、通院負担軽減の効果が 5［4–5］と最も高く評価された。精神的安全性
への効果は 4［3–4］であり、経済的負担軽減の効果は 3［3–5］、対面受診におけるリスク低減の
効果（通院による感染症暴露など）は 3［3–4］であった。課題では、機器の課題が 3［2–4］、経
済的負担増加の課題が 3［2–3］、情報共有の課題が 3［2–3］であり、精神的負担の課題は 2［2–
3］であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
医療従事者側の評価分類と項目 中央値［IQR］ 
効果   

医療の質担保への効果 4［3–5］ 
診療負担軽減の効果 4［2–4］ 
患者とのコミュニケーションへの効果 4［3–4］ 
費用対効果 3［2–4］ 

    
課題   

機器の課題 3［2–4］ 
人的資源の課題 2［1–3］ 
費用面の課題 4［3–5］ 
エビデンスの課題 3［2–4］ 

 
 
 
 

 

D. 考察 
1．本研究で明らかとなった二次調査の所見 
 本研究では、一次調査で妊婦健診における遠隔診療の活用を報告した施設を対象に、二次調査として導入
事例の具体的内容、実施形態、使用デバイス、効果と課題を検討した。一次調査では、妊婦健診における遠
隔診療の全国的な活用率は限定的であったが、二次調査では、導入施設において胎児心拍数モニタリング、
家庭血圧・体重・尿検査等の共有、ビデオ面接・保健指導などが実際に活用されていることが明らかとなっ
た。遠隔診療の実施形態は DtoP が最多であったが、DtoDや DtoP with N の組み合わせの事例も認められ
た。また、医療従事者側では妊婦健診の一部を遠隔医療として提供した際の質担保、診療負担軽減、患者と
のコミュニケーションへの効果が比較的高く評価された一方、費用面の課題が大きかった。妊婦側では通院
負担軽減の効果が最も高く評価され、遠隔診療が妊婦の医療アクセス改善に寄与する可能性が示唆された。 
 
2．本邦の妊婦健診における遠隔診療の位置づけ 
 一次調査と二次調査の結果を踏まえると、本邦の妊婦健診における遠隔診療は、全国的に標準化された診
療形態として普及している段階ではなく、必要性のある施設や地域で個別に導入されている段階にあると考
えられる。妊婦健診は、母体管理、胎児評価、保健指導、心理社会的支援など複数の機能を有しており、す
べてを一律に遠隔化することは現実的ではない。一方で、家庭血圧測定や体重測定、モバイル CTG、オン
ラインでの保健指導など、対面診療を補完しやすい項目については、妊婦の通院負担を軽減しながら診療の
質を維持できる可能性がある。したがって今後は、「どの妊婦に、どの健診項目を、どの遠隔診療の実施形
態で、どのような安全管理体制のもとで実施するか」を整理することが求められる。 
 
 

妊婦側の評価分類と項目 中央値［IQR］ 
効果   

通院負担軽減の効果 5［4–5］ 
経済的負担軽減の効果 3［3–5］ 
精神的安全性への効果 4［3–4］ 
対面受診におけるリスク低減の効果 3［3–4］ 

    
課題   

機器の課題 3［2–4］ 
経済的負担増加の課題 3［2–3］ 
精神的負担の課題 2［2–3］ 
情報共有の課題 3［2–3］ 

表 5-1 遠隔診療に対する医療従事者側からみた効果と課題の評価 
医療従事者側からみた遠隔診療の効果と課題を 5 段階で評価し、

中央値［四分位範囲］で示す。 
 

表 5-2 遠隔診療に対する妊婦側からみた効果と課題の評価 
妊婦側からみた遠隔診療の効果と課題を 5 段階で評価し、

中央値［四分位範囲］で示す。 



3．導入されやすい遠隔診療の種別 
 本研究の二次調査では、遠隔診療の活用領域として胎児心拍数モニタリング、家庭血圧等の共有、保健指
導が中心であった。これらは、ポータブル超音波を用いた遠隔画像診断と比較して、実施者の技術、画像品
質、診断責任の所在などの実装上の課題が相対的に少なく、既存の妊婦健診を補完する形で導入しやすい領
域と考えられる。特に胎児心拍数モニタリングについては、本邦でも複数の実装・検証報告がある。低リス
ク単胎妊婦を対象とした国内研究では、モバイル CTGを用いた胎児心拍数の自己測定が実施可能なことが
示されている［1］。また、助産師外来における遠隔妊婦健診で IoT 胎児モニターを利用した国内報告もあ
り、助産師外来や地域施設を介した遠隔妊婦健診の実装例として位置づけられる［2］。さらに、胎児発育
不全妊娠に対する在宅管理の国内症例集積では、モバイル CTGを用いた在宅遠隔管理の臨床的有用性が検
討されている［3］。これらの報告は、モバイル CTG が妊婦健診そのものをすべて代替するものではない
ものの、在宅での胎児評価やハイリスク妊娠の継続的モニタリングに応用し得ることを示している。 
 国内では、COVID-19流行期を契機として、遠隔妊婦健診や在宅モニタリングの導入可能性が検討され
てきた。COVID-19 流行に対応して急遽開始された妊婦に対する遠隔診療については、1 か月間の実施可
能性と安全性が報告されている［4］。また、COVID-19 パンデミック中の日本におけるオンライン妊婦健
診について、全国調査と実現可能性調査を組み合わせた研究も報告されており、全国の分娩取扱施設におけ
る実施率は低かった一方で、妊婦側には一定の需要があり、一部の自己測定項目では医療者測定値との一致
が検討されている［5］。このような国内報告を踏まえると、モバイル CTG や家庭測定データの共有は、
本邦における遠隔妊婦健診の実装領域として比較的導入しやすい位置づけにあると考えられる。 
 
4．医療アクセス確保における遠隔妊婦健診の意義 
 遠隔妊婦健診は、地理的にアクセスが制約される地域において特に意義を持つ可能性がある。北海道の離
島在住妊婦を対象とした国内報告では、2年間の遠隔妊婦健診の実装結果が示され、通院に伴う身体的・精
神的・経済的負担の軽減、高い満足度、重大な有害周産期事象を認めなかったことが報告されている
［6］。本研究の二次調査でも、平均的な通院アクセスが必ずしも極端に不良な施設だけでなく、長時間移
動を要する施設や、施設間連携を要する施設において一部妊婦に対して遠隔診療が導入されていた。したが
って、遠隔妊婦健診は、過疎地域・離島に限らず、長距離通院、ハイリスク妊婦の継続的評価、施設間連携
の補完といった観点からも活用可能性がある。 
 
5．海外の知見との比較 
 海外では、妊婦健診における遠隔診療は、ビデオ通話などを用いたリアルタイムの診療・相談と、家庭血
圧測定や胎児心拍数モニタリングなどの在宅モニタリングを組み合わせた形で発展している。近年のレビュ
ーでは、妊婦健診における遠隔診療をリアルタイムの遠隔診療と在宅モニタリングに整理し、妊婦健診への
アクセス・受診率の改善や医療費削減の可能性がある一方、母児の健康アウトカムに有害な影響を及ぼさな
い可能性が示されている［7］。また、システマティックレビュー・メタ解析では、遠隔診療を用いた妊婦
健診は、複数の妊娠・分娩・新生児アウトカムにおいて対面診療と同等であり、妊婦健診の一部を補完し得



る可能性が示されている［8］。さらに、デジタル技術を用いた妊婦健診に関するスコーピングレビューで
は、臨床管理、知識向上、出産準備、医療アクセス改善などへの寄与が整理されている［9］。 
 一方で、海外の報告においても、遠隔診療の導入には課題が残されている。妊娠期・産後における遠隔診
療のレビューでは、遠隔患者モニタリング、スクリーニング、専門医相談、遺伝カウンセリングなどへの活
用可能性が示される一方で、技術的アクセス、医療者側のワークフロー、患者の受容性、ケアの公平性に配
慮する必要性が指摘されている［10］。したがって、本邦においても遠隔診療を対面妊婦健診の単純な代
替として位置づけるのではなく、リスク評価、妊娠週数、実施項目、地域の医療資源に応じて対面診療と遠
隔診療を組み合わせる仕組みを検討する必要がある。 
 
6．遠隔診療における制度設計と課題 
 制度設計の観点では、本研究で医療従事者側からみた費用面の課題が最も大きな課題として評価された点
が重要である。一方、妊婦側では通院負担軽減の効果が高く評価され、経済的負担増加や精神的負担は相対
的に低かった。この結果は、遠隔診療の便益が妊婦側に比較的明確に現れる一方で、機器導入、通信環境、
データ管理、スタッフ教育、運用体制整備などの負担が医療提供側に偏っている可能性を示している。遠隔
診療を妊婦健診の一部として組み合わせていくためには、自治体事業との連携を含めた医療機関側の費用負
担軽減策の検討に加え、デバイス貸与やデータ管理の標準化、オンライン診療指針への準拠、緊急時の対面
診療への切り替え基準などを明確化する必要がある。 
 
7．今後の展望 
 今後は、今回明らかとなった国内の導入事例をもとに、ロールモデルとなる運用事例を整理することが重
要である。本研究班では、二次調査で把握されたDtoD、DtoP、DtoP with N の各実施形態や、胎児心拍
数モニタリング、家庭測定データの共有、遠隔保健指導、遠隔超音波などの活用事例を対象として、昨年度
より実地調査を開始している。実地調査を通じて、各施設の運用体制、対象妊婦の選定、デバイスの使用方
法、情報共有、緊急時対応、費用負担、導入上の工夫と課題を整理し、妊婦健診における遠隔診療の実装条
件を明らかにする必要がある。さらに、母子健康手帳の電子化や医療 DX基盤との連携も見据え、妊婦健
診におけるデジタルデバイス活用を、単発の実証事業ではなく、地域の周産期医療体制を支える実装可能な
仕組みとして検討していく必要がある。 
 
Ｅ.結論 
 本研究では、一次調査で妊婦健診における遠隔診療を活用していると回答した施設を対象に、二次調査と
して具体的な運用実態、使用デバイス、効果と課題を検討した。二次調査の結果、導入施設では、胎児心拍
数モニタリング、家庭血圧・体重・尿検査等の共有、ビデオ面接・保健指導など、比較的導入障壁の低い領
域を中心に遠隔診療が活用されていた。 
 遠隔診療は、医療の質を一定程度担保しつつ、妊婦の通院負担軽減に寄与する可能性が示唆された。一方
で、医療機関側の費用負担、システム整備、情報共有、緊急時対応、妊婦側のデジタルリテラシーなどの課
題が残されていた。 



 今後は、二次調査で把握された国内の導入事例をもとに、実地調査を通じて運用体制や実装条件を整理
し、妊婦健診の質を維持しながら医療アクセスを確保するための遠隔診療モデルを検討していく必要があ
る。 
  



補足表 1 施設類型別にみた遠隔診療活用事例の分類、実施形態、実施内容および使用ツール 
調査票 B で得られた 21 件の遠隔診療活用事例を事例単位での集計。各項目は複数回答であるため、割合の
合計は 100%を超える。施設類型別の事例数が少ないため、統計学的検定は行わず、記述的集計とした。 

 

  
全体 
n=21 

総合周産期 
n=6 

地域周産期 
n=7 

病院 
n=5 

診療所・クリ

ニック n=3 
活用事例の分類 n（%） n（%） n（%） n（%） n（%） 
 家庭血圧・体重・尿検査等の共有 9（42.9%） 3（50.0%） 4（57.1%） 2（40.0%） 0（0.0%） 
 胎児心拍数モニタリング 12（57.1%） 2（33.3%） 6（85.7%） 3（60.0%） 1（33.3%） 
 遠隔超音波 4（19.0%） 2（33.3%） 2（28.6%） 0（0.0%） 0（0.0%） 
 ビデオ面接・保健指導 9（42.9%） 2（33.3%） 3（42.9%） 2（40.0%） 2（66.7%） 
      
遠隔診療の実施形態      
 DtoD 6（28.6%） 3（50.0%） 1（14.3%） 1（20.0%） 1（33.3%） 
 DtoP 11（52.4%） 2（33.3%） 4（57.1%） 3（60.0%） 2（66.7%） 
 DtoP with N 7（33.3%） 3（50.0%） 3（42.9%） 1（20.0%） 0（0.0%） 
      
実施内容      
 母体管理      
  血圧測定 9（42.9%） 3（50.0%） 4（57.1%） 2（40.0%） 0（0.0%） 
  体重測定 6（28.6%） 2（33.3%） 4（57.1%） 0（0.0%） 0（0.0%） 
  尿検査 3（14.3%） 1（16.7%） 2（28.6%） 0（0.0%） 0（0.0%） 
  血糖値測定 2（9.5%） 1（16.7%） 0（0.0%） 1（20.0%） 0（0.0%） 
  その他 4（19.0%） 3（50.0%） 1（14.3%） 0（0.0%） 0（0.0%） 
 胎児管理      
  胎動確認 4（19.0%） 1（16.7%） 2（28.6%） 1（20.0%） 0（0.0%） 
  胎児心拍モニタリング 11（52.4%） 2（33.3%） 6（85.7%） 2（40.0%） 1（33.3%） 
  超音波検査 4（19.0%） 2（33.3%） 2（28.6%） 0（0.0%） 0（0.0%） 
  その他 1（4.8%） 1（16.7%） 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） 
 保健指導・教育      
  食事・栄養指導 8（38.1%） 1（16.7%） 4（57.1%） 2（40.0%） 1（33.3%） 
  分娩に向けての準備 10（47.6%） 2（33.3%） 3（42.9%） 3（60.0%） 2（66.7%） 
  産後の指導 4（19.0%） 1（16.7%） 2（28.6%） 1（20.0%） 0（0.0%） 
  その他 2（9.5%） 0（0.0%） 2（28.6%） 0（0.0%） 0（0.0%） 
      
使用ツール・技術      
 血圧計 8（38.1%） 3（50.0%） 3（42.9%） 2（40.0%） 0（0.0%） 
 体重計 5（23.8%） 2（33.3%） 3（42.9%） 0（0.0%） 0（0.0%） 
 血糖測定器 2（9.5%） 1（16.7%） 0（0.0%） 1（20.0%） 0（0.0%） 
 モバイル CTG 11（52.4%） 2（33.3%） 6（85.7%） 2（40.0%） 1（33.3%） 
 ドップラー機器 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） 
 ポータブルエコー 2（9.5%） 0（0.0%） 2（28.6%） 0（0.0%） 0（0.0%） 
 ビデオ通話システム 7（33.3%） 1（16.7%） 3（42.9%） 1（20.0%） 2（66.7%） 
 スマートフォンアプリ 6（28.6%） 2（33.3%） 2（28.6%） 1（20.0%） 1（33.3%） 
 その他 3（14.3%） 1（16.7%） 0（0.0%） 2（40.0%） 0（0.0%） 



補足表 2 遠隔診療の実施形態別にみた活用事例の分類および実施内容 
調査票 B の 21 事例を事例単位で集計した。遠隔診療の実施形態、活用事例の分類、実施内容はい
ずれも複数回答可であるため、割合の合計は 100%を超える。各実施形態は相互排他的ではないた
め、統計学的検定は行わず、探索的な記述集計として示した。 
 

項目 全体 n=21 DtoD n=6 DtoP n=11 DtoP with N n=7 

活用事例の分類     

 家庭血圧・体重・尿検査等の共有 9（42.9%） 1（16.7%） 5（45.5%） 5（71.4%） 
 胎児心拍数モニタリング 12（57.1%） 5（83.3%） 5（45.5%） 3（42.9%） 
 遠隔超音波 4（19.0%） 2（33.3%） 0（0.0%） 3（42.9%） 
 ビデオ面接・保健指導 9（42.9%） 1（16.7%） 5（45.5%） 5（71.4%） 

     

実施内容         

 母体管理     

  血圧測定 9（42.9%） 1（16.7%） 5（45.5%） 5（71.4%） 
  体重測定 6（28.6%） 1（16.7%） 2（18.2%） 5（71.4%） 
  尿検査 3（14.3%） 1（16.7%） 0（0.0%） 3（42.9%） 
  血糖値測定 2（9.5%） 1（16.7%） 1（9.1%） 1（14.3%） 
  その他（母体管理） 4（19.0%） 2（33.3%） 2（18.2%） 2（28.6%） 
 胎児管理     

  胎動確認 4（19.0%） 1（16.7%） 2（18.2%） 2（28.6%） 
  胎児心拍モニタリング 11（52.4%） 5（83.3%） 4（36.4%） 3（42.9%） 
  超音波検査 4（19.0%） 2（33.3%） 0（0.0%） 3（42.9%） 
  その他（胎児管理） 1（4.8%） 0（0.0%） 1（9.1%） 1（14.3%） 
 保健指導・教育     

  食事・栄養指導 8（38.1%） 1（16.7%） 4（36.4%） 5（71.4%） 
  分娩に向けての準備 10（47.6%） 1（16.7%） 5（45.5%） 5（71.4%） 
  産後の指導 4（19.0%） 1（16.7%） 1（9.1%） 3（42.9%） 
  その他（保健指導・教育） 2（9.5%） 0（0.0%） 1（9.1%） 1（14.3%） 

 
 
 
 
 



補足表 3 活用事例分類の上位 3 項目別にみた遠隔診療の効果と課題の評価 
活用事例の分類のうち、件数の多かった上位 3 項目について、医療従事者側および妊婦側からみた
効果と課題を中央値［四分位範囲］で示した。各分類は複数回答可であり相互排他的ではないた
め、分類間の統計学的比較は行わず、探索的な参考資料として提示した。 

 

家庭血圧・体重・尿検査等の共有（n=9） 

医療従事者側の評価分類と項目 中央値［IQR］  妊婦側の評価分類と項目 中央値［IQR］ 

効果   効果  
 医療の質担保への効果 4［4–4］   通院負担軽減の効果 5［4–5］ 
 診療負担軽減の効果 4［2–4］   経済的負担軽減の効果 3［3–4］ 
 患者とのコミュニケーションへの効果 4［3–4］   精神的安全性への効果 3［3–4］ 
 費用対効果 3［2–4］   対面受診におけるリスク低減の効果 3［3–4］ 

課題   課題  
 機器の課題 3［2–4］  機器の課題 3［2–4］ 
 人的資源の課題 2［2–4］  経済的負担増加の課題 2［2–3］ 
 費用面の課題 3［2–5］  精神的負担の課題 2［2–4］ 
 エビデンスの課題 3［2–4］  情報共有の課題 3［2–4］ 

胎児心拍数モニタリング（n=12） 

医療従事者側の評価分類と項目 中央値［IQR］  妊婦側の評価分類と項目 中央値［IQR］ 

効果   効果  
 医療の質担保への効果 4［4–5］  通院負担軽減の効果 5［4–5］ 
 診療負担軽減の効果 3.5［1.8–4.2］  経済的負担軽減の効果 3［3–5］ 
 患者とのコミュニケーションへの効果 4［3–4］  精神的安全性への効果 4［4–5］ 
 費用対効果 3［2–3.2］  対面受診におけるリスク低減の効果 4［3–4］ 

課題   課題  
 機器の課題 2.5［1.8–4］  機器の課題 2［1.8–4］ 
 人的資源の課題 2［1.8–3.2］  経済的負担増加の課題 3［2–4］ 
 費用面の課題 4［4–5］  精神的負担の課題 2［1.8–3.2］ 
 エビデンスの課題 3［2.8–4］  情報共有の課題 2.5［1.8–3.2］ 

ビデオ面接・保健指導（n=9） 

医療従事者側の評価分類と項目 中央値［IQR］  妊婦側の評価分類と項目 中央値［IQR］ 

効果   効果  
 医療の質担保への効果 4［3–4］  通院負担軽減の効果 4［4–5］ 
 診療負担軽減の効果 4［2–4］  経済的負担軽減の効果 3［3–4］ 
 患者とのコミュニケーションへの効果 4［3–4］  精神的安全性への効果 4［3–4］ 
 費用対効果 3［2–4］  対面受診におけるリスク低減の効果 3［2–4］ 

課題   課題  
 機器の課題 3［2–4］  機器の課題 4［2–4］ 
 人的資源の課題 2［1–4］  経済的負担増加の課題 2［2–3］ 
 費用面の課題 4［3–5］  精神的負担の課題 2［2–4］ 
 エビデンスの課題 3［2–4］  情報共有の課題 3［2–4］ 
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